
官民合同会議(2008年 11月 27日、於：ｻﾝﾊﾟｳﾛ) 

ﾘｵﾃﾞｼﾞｬﾈｲﾛ日本商工会議所からの報告(会頭 高橋英裕) 
 

I. 日本企業の対ﾌﾞﾗｼﾞﾙ投資･商内展開状況 
 
資源・ｴﾈﾙｷﾞｰ関連産業を主体に活発な事業展開並びに投資が進められている。 

Petrobras 

- 石油・ｶﾞｽ採掘用ﾄﾞﾘﾙｼｯﾌﾟ・FPSO 

- 石油化学ｺﾝﾌﾟﾚｯｸｽ近代化 

- ｶﾞｽ・ﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝ網建設 

- ｶﾞｽ配給事業 

- ﾊﾞｲｵﾏｽ・ｴﾀﾉｰﾙ共同事業化、ｴﾀﾉｰﾙ・ﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝ事業化調査 

- Petrobras が南西石油株式 87.5%取得。ｱｼﾞｱ向け石油・ｴﾀﾉｰﾙ供給基地化。 

Ｖａｌｅ 

- US$120億増資に応じ、三井物産が約 US$7.5億を追加出資。(7月) 

ＣＳＮ(NAMIZA) 

- 伊藤忠・JFE ｽﾁｰﾙ・新日鐵･住金・神戸・日新・韓ﾎﾟｽｺ連合が MG州の鉄鉱

石生産・販売会社 NAMIZA株式 40%を約 US$31.2億で取得合意、同時に

鉄鉱石・ﾍﾟﾚｯﾄ長期引取契約を締結。生産’09/18Mt→’13/38Mt.。(10月) 

一般産業 

Hoyaがﾌﾞﾗｼﾞﾙ Optotal社との合弁でﾘｵﾃﾞｼﾞｬﾈｲﾛ市内にﾚﾝｽﾞ生産・ｺｰﾃｲﾝｸﾞ工場

を建設。11月より稼動開始。ﾚﾝｽﾞ 7千枚/月、ｺｰﾃｲﾝｸﾞ 25千枚/月。 
 

II.  今後のﾋﾞｼﾞﾈｽ展望と課題 
 

1. 環境変化 

� 米欧発の金融危機が実体経済に深刻な影響を及ぼし始めており､ﾌﾞﾗｼﾞﾙへ

の影響も避けられない。→輸出の鈍化・貿易収支の悪化・成長率低下 

例） Valeの中国向け鉄鉱石船積が 10月以降激減。これに伴い、ﾌﾞﾗｼﾞﾙ

から極東向海運ﾏｰｹｯﾄがﾋﾟｰｸ時の 20分の 1以下まで暴落。荷物の

付かない大型船が海上で待機せざるを得ない状況。伯の鉄鉱石輸出

減は世界の製鉄業、海運業並びにその他関連業種への影響大。 

� Valeは 11月以降の鉄鉱石・ﾆｯｹﾙ・ﾏﾝｶﾞﾝ・ｱﾙﾐ・ｶｵﾘﾝの減産を発表。 

� Petrobrasは 5ヵ年戦略計画を見直し中。12月末発表予定。 
 

2. 日本企業の今後の取組課題 

� 資源・ｴﾈﾙｷﾞｰ開発には巨額資金が必要。資金ﾆｰｽﾞが高まる。 

→ 欧米金融機関が弱体化する中で、日本政府・企業が資金面・技術面で

ﾌﾞﾗｼﾞﾙの資源・ｴﾈﾙｷﾞｰ開発を後押しすることが期待される。 

� 景気減速・失業増に伴う治安悪化懸念。 
 

以上 



 
 


